
うか，所属年度および勘定科目 ， 金鎖の算定， 納入者(納入) ，

納付期限および納付場所を調査しその調査事項が適正である

と認めたときは，直ちに収納の決定をし(この手続をし事前説1

定1 とい う) ， 次の取扱をすべきこ とと なっている。

(1) 納入に対し，納入の告知を必要とするものは，日本国有

鉄道支払請求替を発行し， これを納入に送付するとと もに， そ

の収納案内を収納箇所の出納職員に送付する。ただし現金をJi!1l

納させる場合は，口頭をもって納入の告知をする。

(2) 附l納の場合は収納伝裂を所院の出納職員に交付する。

(3) 振替(納入告知蓄を発行したもので未納金に計上すべき

ものについては，振替伝票を発行して決算係に送付する)伝緊

は，決算係に送付する。

(4) 定期収入に隠するものは， 定期収入台帳に登記し，次期

以後はこの台l岐により収納手続をする。

これに対し駅 ・ 区 ・ 列車 ・ 自動車 ・ 船舶および病院等におい

て， 業務の性質上直ちに現金の収納または払戻を必要とする旅

客 ・ 貨物および手小荷物の巡賃料金 ・ 医療料金等(これを直収

入という)並びに荷物引換代金などについては， 事前jに会計長

の出納命令を受けて処理することは，事実上不可能なので，こ

れらの直収入， 仮受金については，これらの箇所の出納職員に

おいて，所定の証票により直ちに収納することができるように

している。したがって会計長はこの極の収入および払戻に対し

ては， 事後において， 関係調表により制定し，その過不足を整

理すべきこととしている(これを事後調定と いう)。国鉄のよ

うに旅客 ・ 貨物などの運賃料金を， その収入の大宗とする特殊

の企業体においては， 収入に関しては形式的には事前調定を原

ftlJ と しても，事実上は事後調定が大きな比重を占めている。

つぎに会計長は，現金を支払しようとするときは， 要求者か

ら送付された当該支出に係る要求伝票 ・契約書その他の関係書

類にもとづいて， 収入の場合に準じ，支出義務の有無 ・ 支出の

年度 ・ 科目 ・ 金額 ・ 債権者(債主)の当否等を調査し， その調査

事項が適正であると認めたときは， 直ちに支出の決定をし(この
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多いので，昭和 29 年度からは別途通途(品名およびおもな用

途)で定めることにしたが， これを同年度の勘定科目でみると，

L<目)被服， 石炭(工湯およひー炭鉱勘定の動力用ならびに電気勘

定の発電用を除く) ，雑用石炭， 直購入品，備消品， 試験用品，

特定備消品， 油脂， くず糸，流動燃料，薪炭燃料， 宣伝備消品，

証券帳表， シ ート・ロープ， 洗たく聖(，衛生OHi i同品 ， 診療備消

品，ガソリン， 軽油，代用燃料， 巡搬容探，荷造材料， 事務用

備r商品 ， 11彦裁体育(物品'1'i.にかぎる II および し修理1 がこれに該

当するのである。したがって，一定範囲の物品がこれら科目に

より費用に計上されて， 決算品となった場合に，それは調度用

品とよばれるものになるのである。なお前述の調度用品とは広

義のものであり，このなかには特定調度用品を包含するもので

ある。 特定調度用品は，終戦後一般的に資材の需給状況がひっ

迫し，また品質の低 Fを招来したが，なかでも列車 ・ 船舶 ・ 営

業用自動車等の運転あるいは巡航に必要欠くことのできない石

炭その他運転 ・運航用の燃料およびilun旨，動力11iおよび事故復

旧車のとう載用品， 車両用パットおよびその材料，治缶剤， 発

雷信号および発煙信号，貨車用シート ・ ロープ，保健衛生上欠

くことのできない医療薬品， 問 2器具 ， 救護材料および消毒材料

等についてはとくに重点的に確保する必要があると認められ，

それまで調度問品であったもののなかから区分して特定調度用

品とし ， 昭和 24 ・ 7 から笑施したものである。しかしその後経済

状態は完全に周復して来ているので，この特定調度用品は再検

討の段階に至っている。これを勘定科目(目)でみると ， L石炭

(運転 ・ 運転整備および運航用にかぎる)，雑用石炭(後関区 ・ 客

貨車区 ・ 客車区 :および貨車区にかぎる)，流動燃料， 薪炭燃料，

特定備?商品{船舶用油脂， 事故復!日車とう載用品， 動力事とう

載用品， 消かん剤(かん内水質試験用薬品を含む)，発需信号，

発煙信号，後関工作用砂，管類(給水柱用にかぎる)，車両清掃高1]

(車両清掃用の移酸〔しゅうさん)，塩酸および可性ソ ー ダを含

む) ，備品のうち計器類， 試験器類，真空掃除総， 合図灯，携帯電

灯，検事灯および作業用備品雑極〔床掃除禄および窓洗器にか

手続を事前調定という)，つぎの取扱をすべきこと とな っている。 ぎる))，貨車用シ ート・ ロ ー プ， 衛生備消品， 診療保j消品，試

( 1 ) 隔地の位主に支払を要するものは伝票耐Il考らんにし銀行 験用品(厚生保健訟にかぎる) ， 油脂， くず糸，ガソリン，軽ìÚl1

送金l派出払を要するものは L派出払1，郵便振替貯金により支 および L代m燃料1 がこれに該当する。これらの調度用品およ

払を要するものはし娠替貯金払込1，銀行振込により 支払を嬰す び特定調度用品は次図のように区分される。

るものは し銀行振込1 と記入する。

(2) 調定を終った支払伝票のうち，昨1片は現金伝票として所

属の出納役に，乙片は決算伝票として決算係にそれぞれ交付す

る。これに対し駅 ・ 区 ・ 船舶 ・ 病院等において， 業務の性質上

直ちに現金の支払を必要とするものについては， 駅直払の方法

により現金の支払を行い!11後調定をする。(渡辺耕ー)

ちょうどょうひん 調度用品 国鉄で工事用品とならんで星空

用に計上された物品であり，使用目的による区分である。すな

わち工事 ・ 工作 ・ 採炭・発変電等広義の工事に直接使用するも

のを工事用品とし， これ以外の用途たとえば列車・紛舶および

自動車の運転，旅客 ・ 手小荷物および貨物の輸送，出札 ・ 改札

・ 案内その他の駅務，部内一般における各極事務等に使用する

ものを調度用品としているのであるが，このような用途(品名だ

けで用途を知ることができるものは品名)による区分だけでは

抽象的であって， 工事用品か制度用品か判断の困難な場合が多

いので，国鉄勘定科目による決算科目を具体的なよりどころ と

している。したがって，個々の物品については， まずその用途

ないし品名を主とし，科目を従として区分するのである。この

調度用品の決算科目については，従来鉄道物品事務規程第 13 条

に定められていたが，この科目は毎年度若干変更される場合が

l一備 品

ー調度用品一-Lー備品扱品

調度用品-/­

ー消耗品一「常用品

」随時品

! し特 定一ァ備 品
i 調度用品 ト備品扱品

~ 1ー消耗品

)~ー現場購入品γ一応急用品

」直購入品

w_ 線で結ばれた現場購入品は調度用品およひ.特定調度用品

のなかに含まれるものであるが，その取扱方が他のものと奥な

るため， 相互の関連を明らかにするために表示したものである 。

これら調度用品の配給を訪求する場合の意思表示は配給架に

よって行い， その配給は物品送付警によって行われるのである 。

配給祭は，通常用(諮求書→配給命令書) ， 乙(発送報告)の 2 片

からなり ， 調度用品の主管箇所長(担当役 ・ 分任担当役等)が貯

蔵品の決算を請求する場合，すなわち制度用品の配給を請求す

る場合に発行するのである。

一一一 11 05-一一

11 




